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たものである。そのため、解読には一定の限
界があり、三位一体的定式に関しても同様で
ある。
　三位一体は、父なる神、子なるキリスト、
精霊を一体のものとするキリスト教の教義で
ある。マルクスはこれを資本主義の三大階級
とその収入に当てはめる。資本家の利潤、労
働者の賃金、地主の地代、である。基本とな
る定式は、資本－利潤、労働－賃金、土地－
地代である。通常の経済学からすれば異様な
問題提起であり、経済学の研究対象にはなじ
みにくい問題である。
　付言すれば、資本家の利潤は、「利子と企業
者報酬」に分裂し、「資本－（利子＋企業者報
酬）」に変化する。マルクスは、この対応関
係が資本主義に生きる人々の観念として定着
序　言
　本稿は、マルクスの三位一体的定式がどの
ように成立するかを考察したものである。
　三位一体的定式とは何か。『資本論』第３
部第48章は三位一体的定式（Die trinitarische 
Formel、英訳The Trinity Formula）というタイ
トルが付けられている。その目的は、『資本論』
の中では特異なものである。すなわち、マル
クスにとっては明きらかな階級社会である資
本主義が、自らの階級性を隠蔽する仕組を
持っているというのが、それである。本稿は
このマルクスの論理を分析したものである。
言うまでもないが、『資本論』第２部と第３部
は、マルクス死後のエンゲルスの編集による
ものであり、断片的な草稿をもとに編集され
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目に見える誰にでもわかる形で存在するが、
本質は現象の中に隠されている。本質が現象
に隠れていることで、資本主義は永遠のシス
テムに思え、剰余価値の資本家による搾取は
正当化され隠蔽される。
　本質－現象論の基本となるのは価値と価格
の関係である。マルクス価値論の場合、価値
は抽象的人間労働の対象性と定義される。こ
の価値規定には物神性論が深く関わっている。
一般的には物神性論は、資本主義社会を本来
人と人との関係であるものが、物と物との関
係となって現れる社会として捉えたものと言
われる。しかし、これは思想的な意見表明で
あり、マルクスは実際にはより具体的な理論
内容を持っている。
　物神性論を理解する上で、最も重要なのは、
価値を形成する労働の歴史的条件である。人
間労働は、どの社会にも存在する。しかし、
それが価値を生むには歴史的な条件が必要で
ある。価値を生む労働は、本来は資本家と労
働者の生産関係の下での労働ということにな
るが、市場を形成する商品と貨幣から、資本
家と労働者の階級関係を抽出することはでき
ない。
　そこでマルクスは、市場との対応で私的労
働という概念を導入する。私的労働は、互い
に無関心で自らの利益のみを求める労働であ
る。私的労働の社会においては、人間労働が
価値を形成する労働となる。資本家と労働者
は登場しないが、資本主義的な労働に抽象的
な側面、相互に無関係で、自らの利益のみを
追求するという側面は、私的労働という概念
の中に体現されている。
　ところでマルクスは、商品の２要因、すな
わち使用価値と価値を指摘し、これに対応す
る労働の性格を労働の二重性、すなわち具体
しており、これによって資本家による剰余価
値の搾取という資本主義社会の本質的な階級
関係が隠蔽されていると考える。
　剰余価値どころか、利子の登場によって、
利潤さえ見えなくなる三位一体的定式が出来
上がり、資本主義の思想上の支配が完結する。
資本、労働、土地の生産要素が収入の源泉と
して受け止められ、労働者の作り出す価値の
役割は消え去るのである。
　マルクスは、彼の歴史観として一般に定着
している唯物史観を背景に、資本主義が一定
の時期に生まれて一定の時期に終わるもので
あると考える。しかし、同時にマルクスは、
資本主義は自らの永遠性を保証し、階級性を
隠蔽する仕組を持っていると考えていたとい
うことである。
　階級関係隠蔽の論理の第一は、物神性論
（『資本論』第１部第１章「商品」第４節「商
品の物神的性格とその秘密」）であり、第二が、
三位一体的定式（第３部第48章）である。い
ずれも資本主義を支配する人々の観念を、経
済学の視点から説き起こそうとした研究であ
る。現代の経済学にはなじみにくい課題設定
であるが、資本主義批判の哲学ともいえる論
点であり、マルクスの理論体系の副軸として
重視されるべきものである。
　ところで、マルクスの物神性論の理論形成
史に関する考証は、「物神性論の形成」（『埼玉
学園大学紀要・経済経営学部篇』、第17号、
2017年12月）に公表してある。また、物神性
論の経済学的意味については、奥山［2018］、
参照。
Ⅰ　本質と現象
　物神性論と三位一体的定式に共通して重要
なのは、本質と現象との関係である。現象は
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なわち商品に内在する要因であり、目には見
えない。抽象力によって認識されたものであ
る。これが本質の領域の存在の仕方であり、
現象の世界にいる人々には認識の対象にはな
らない。
　しかし、これが日常世界に現れる時には、
「価格」という目に見える形を取る。価値と
価格を媒介する理論が、価値形態論である。
価値が本質であり、価格が現象である。価値
形態論では、一商品が他の商品と関わること
によって、価値概念から価値形態が生じ、そ
れが発展して価格になることが論証される。
　言うまでもないが、価値形態の展開を交換
の歴史的な発展とみなすことはできない。初
版『資本論』の本文の価値形態論では、現行
『資本論』とは異なり、価値形態論によって
貨幣形態が成立しないことが示されている。
　また、初版『資本論』（Marx［1959a］と『経
済学批判』（Marx［1961］）には、商品分析
の領域と交換過程の領域では研究の方法が異
なることが明記されている（この間の経緯は、
奥山［2009］、参照）。すなわち、価値形態論
では、完成された商品と貨幣を前提に、その
論理的な形成プロセスが展開されているので
ある。現にあるものが論理的に再構成される
ことで、価格と貨幣の必然性、合理性が証明
されている。マルクスの言葉を借りれば、す
べては抽象力の問題である。これによって、
現象が本質から説明されたことになる。
　商品の価値は、目に見えない存在である。
商品所有者は、自分の価値を自分で表現する
ことはできない。自分の商品の価値は、他の
商品の使用価値でしか表現されない。
　マルクスの使用価値概念は、古典派も含め
てマルクスに先行する経済学とは異なる。ス
ミスの使用価値概念は、value in use使用上
的有用労働と抽象的人間労働として説く。具
体的有用労働とは、労働の具体的な動作であ
り、労働の種類によってすべて異なる。これ
に対して抽象的人間労働とは、すべての労働
に共通する、労働の生理的精神的エネルギー
の支出の側面である。ここで重要なのは、私
的労働の下では、抽象的人間労働が価値を形
成する実体となる、ということである。この
抽象的人間労働は、単に「労働」と呼ばれる
こともある。
　『資本論』の労働価値論は、価値が労働で
あるとか、労働は価値であるとか、そのよう
な情緒的な内容を主張しているのではない。
価値と労働とは異なる、労働は具体的な活動
であり、価値は商品という対象物の要因であ
る。物のレベルと人間活動のレベルは全く異
なる。すなわち労働は価値ではなく、価値を
作るものである。
　それでは、労働と価値をつなぐ環は何か。
労働の対象性、あるいは凝固物、という価値
の概念規定である。機械制大工業による労働
の平均化などの歴史的な背景を根拠に、労働
時間と価値との対応が現実性を帯びてくる。
こうしたことを背景に、価値と労働との関係
を「労働の対象性」として、定義したのであ
る。この点で価値概念はマルクスの理論的な
分析道具である。商品を顕微鏡で眺めても、
価値が浮かび上がるわけではない。『資本論』
は序言で次のように言う。
　　「経済的諸形態の分析に際しては、顕微
鏡も科学的試薬も役に立ちえない。抽象力
が両者に取って代わらなければならない。」
（Marx［1962］、S.12、訳、第１分冊、８頁）
　価値の概念は、マルクスの抽象力が発見し
た、あるいは作り出したものである。人間労
働の対象性としての価値は、商品の要因、す
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し、こうした本質論は認識されることなく、
金は生まれながらにして貨幣であったかのよ
うに認識される。
　ここでは、なぜ価値から価値形態が導かれ、
価格と貨幣に行きついたのかという問題提起
自体が、消え失せるのである。この点で、価
値形態論の成果は、そのまま物神性論に反映
している。社会的なものが自然物に体化して
いるのである。
　例えば、机は価格を付けることで、商品と
なり資本主義的な富の基本的な形態となる。
金の生身の存在を自らの価値形態とし、価格
という社会的な形態を身にまとう。
Ⅱ　賃金形態論
１．労働力の商品化
　マルクスは古典派の用語である「労働の価
値」を整理し、このことによって、剰余価値
論を明確にする。すなわち、「労働の価値」と
いうあいまいな表現を、労働力の価値と労働
が作り出す価値に分けるのである。
　この労働と労働力の区別は、剰余価値の存
在を明にするための鍵となる。このことに
よって、賃金は労働に対する対価ではなく、
労働力の価値の等価として定義されるのであ
る。
　労働力の商品化は、資本主義の最大の特徴
である。人間は資本主義以前には土地に縛り
付けられている。土地から追われることは生
産手段の一切を無くし、生活の術を失うこと
を意味する。身分制の下で土地に縛り付けら
れていることで、生活が成り立っていた。し
かし、歴史的な偶然が、人間を土地から切り
離す。
　イギリスでは、囲い込み運動（enclosure 
movement）が、この役割を果たしたと言わ
の価値、有用性である。マルクスは、有用性
は商品の自然的存在から生じると考え、自然
的存在と有用性の両方を使用価値と呼ぶ。上
着なら上着を着るという有用性と、上着とい
う存在そのものの両方がマルクスの使用価値
に含まれる。商品の自然的存在としての使用
価値は「商品体」とも呼ばれる。使用価値の
二重の規定は、学問的には決して推奨される
ことではないが、マルクスの理論にとっては
重要な意味を持つ。
　価値形態の完成形態は価格であり、価格は
商品価値の貨幣での表現である。金本位制が
前提なので、この場合の貨幣は金である。し
かも生身の金である。金の有用性としての使
用価値ではなく、金の自然形態あるいは商品
体としての使用価値である。
　金で価値を表現する商品は、金で価値を表
現することによって、金に直接的な交換可能
性を付与する。すべての商品が金で価値表現
すれば、金はどの商品とも直接的に交換可能
な立場に立つ。金だけが他のすべての商品と
交換できるようになる。つまり一般的な購買
力を手にするのである。
　他の商品は、自らは交換の決定権を手放し、
金によって買われるだけの立場に立つ。金の
自然形態、生身の金が、貨幣という社会的形
態を獲得するのである。マルクスはこれをラ
テン語でquidproquo（取り違え）と表現する。
　マルクスの現行版での取り違えの表記は
quidproquoであるが、これはマルクス独特の
表現であり、初版『資本論』ではquid pro 
quo、一般的にもquid pro quoである。市場は、
貨幣という社会的な存在を、金の自然形態と
しての使用価値で体現したのである。価値関
係から価値形態が発展し、最終的に金が貨幣
となり、金での価値表現が価格となる。しか
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賃金であるとすれば、資本家は活動する意味
がない。利潤部分も労働者のものになってし
まう。
　マルクスは、賃金を「労働」ではなく「労
働力」に対する対価と規定する。労働力とは、
働くことができるという潜在能力である。こ
の潜在能力に対して、資本家は賃金を支払う
のである。
　マルクスは、資本家は階級としての労働者
の存続を前提に賃金を支払う、と考える。理
由は必ずしも明確ではない。社会を担う支配
階級としての一定程度の理性は持つ、と考え
ていたのかもしれない。マルクスの賃金には、
人間としての生存の必要最低限とは異なり、
幅がある。養育費も含まれるし、新聞代も含
まれる。歴史的文化的要因が組み込まれたも
のとしての労働力の価値であり、その対価と
しての賃金である。
　しかし、賃金に関しては、理性を働かせる
資本家も、労働時間（マルクスの用語では「労
働日」）をめぐっては、理性を失い破壊的な
長時間労働を強いる。「我亡き後に大洪水は
来たれ！」（Ibid., S.285, 訳第２分冊、464頁）、
のマルクスの名言は、賃金ではなく、労働時
間の問題である。
　労働力の価値は、直接に投下労働ではなく、
必要な生活資料の価値によって間接的に規定
される。労働力と労働を区別したマルクスの
理論的な成果である。これによって１日の労
働時間は、労働者の生活資料を生産するため
の必要労働時間と必要労働時間を超える労働
時間、すなわち、剰余労働時間に区別される。
労働と労働力を区別せずに、あいまいに「労
働の価値」という用語を使っている限りは、
剰余労働も剰余価値も明確にならない。
れている。人間を土地から切り離し、労働力
しか売ることのできないプロレタリアートが
創出されたのである。これは、賃金労働者の
基礎となり、資本主義形成の歴史的条件と言
われる、いわゆる資本の本源的蓄積の主要な
柱を形成する。『資本論』第１部第７編第24
章「いわゆる資本の本源的蓄積」の説くとこ
ろである。
　労働力の商品化と言っても、本当に労働力
が商品となるわけではない。労働は工場で作
られるわけではない。したがって、労働力を
作るための投下労働は存在しない。労働力は
家庭内で再生産される。将来の労働者である
子供も家庭内で作られる。一般商品の価値が
投下労働によって決まるのとは大きな違いで
ある。
　資本家と労働者は、権利としては平等に労
働市場で向かい合い、雇用契約を交わす。こ
れが労働力の商品化と呼ばれる事態であり、
あくまでも商品「化」という擬制である。人
間から労働力を切り離すことはできない。労
働力を「売った」としても、人間としての労
働者は自分の意思をもって労働の現場にいる。
　そこで問題になるのは、労働力の価値とは
何か、労働力の価値の対価とは何か、という
ことである。マルクス価値論の視点では、賃
金は労働力の価値の対価であるが、一般の
人々の受け止め方では、「労働」の対価、と考
えられる。賃金契約もまた、時間労働や出来
高労働に対する対価として賃金を規定する。
たとえば、８時間労働に対して８千円支払う、
という契約である。この中には階級関係は表
れてこない。賃金は労働の価値に対する対価
という表面的な理解が受け入れられる。「労
働の価値」が「労働力の価値」ではなく、労
働時間のすべてであり、これに対する対価が
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の労働に対して賃金が支払われるという誤解
は生じようがない。
　しかし、問題は労働力の使用価値にある。
労働力の使用価値は労働そのものである。一
般商品の使用価値とは違い、出来上がったも
のではない。上着の使用価値は目に見えるが、
労働力商品の使用価値は、活動としての労働
そのものであり、雇用契約の後で、労働生産
過程において実行される。可能性としての使
用価値である。賃金に関して倒錯した理解が
生じる主要な理由は、以下の部分である。
　「最後に、労働者が資本家に提供する使用
価値は、実際には彼の労働力ではなく、労働
力の機能、すなわち、裁縫労働、製靴労働、
紡績労働などというある特定の有用労働であ
る。この同じ労働が、他方では、一般的な価
値形成要素であることは、労働の他のすべて
の商品から区別される属性であるが、普通の
意識の領域からは抜け落ちる。」（Ibid., S.563, 
訳、同前, 925-926頁）
　労働力商品とはいっても、労働者から労働
力だけを取り出して資本家に売ることは、不
可能である。労働者は、資本家の下で労働す
るだけである。この労働は、具体的な動作で
ある。この具体的な動作から、価値形成の実
体である抽象的な人間労働を抽出すること、
さらには価値の概念を抽象的人間労働の対象
性として認識することは、一般の人々の意識
からは不可能である。マルクスの抽象力の産
物が、価値概念と価値の実体を抽出し結び付
ける。
　しかし、一般人の意識からは、賃金は労働
力の対価ではなく、労働の価値の対価として
受け止められる。労働に対して賃金が払われ
るだけである。労働力の価値の概念を抽出す
ることは不可能である。したがって、人々の
２．賃金形態の役割
　賃金形態の役割を、マルクスは次のように
言う。
　「それゆえ、労働力の価値および価格を賃
金の形態に－または労働そのものの価値およ
び価格に－転化することの決定的な重要性が、
今や理解される。現実的関係を見えなくさせ、
まさにその関係の逆を示すこの現象形態は、
労働者および資本家の持つあらゆる法律観念、
資本主義的生産様式のあらゆる神秘化、この
生産様式の自由の幻想、俗流経済学のあらゆ
る弁護論的たわごとの、基礎である。」（Ibid., 
S.56、訳、第４分冊、924頁）
　賃金形態が剰余価値を隠蔽し、自由の幻想
を振りまき、俗流経済学の資本主義弁護論の
基礎になっている、とまで言い切っている。
　賃金形態は、なぜこのような幻想を作り出
すことができるのか。『資本論』第１部第17
章「労働力の価値または価格の賃金への転化」
の説明は、その関係部分（Ibid., S.563, 訳、
同前, 925-928頁）に関しても、解読のための
膨大なコメントが必要となる。論点は多岐に
わたり、包括的に論じることは困難である。
したがって、本稿では、特に重要な論点だけ
に絞って考察することにする。
　最も重要な問題は、労働力の価値と使用価
値の問題である。労働力の価値は、生活資料
の価値によって間接的に規定される。労働者
は工場で生産されるわけではない。労働者の
使用価値、すなわち働くことができるという
能力を再生産するために必要な生活資料の価
値によって、間接的に規定される。この領域
が、本質の領域であるとすると、この理解を
踏まえれば、賃金は労働力に対する対価であ
る。マルクス価値論の領域に入れば、これは
明瞭なことである。剰余価値を含んだすべて
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これが賃金形態に関するマルクスの総括的な
古典派批判と言える。
Ⅲ　資本利子説
１．利子論論争
　三位一体的定式において資本に対応する概
念は利潤であるが、利潤は利子と企業者利得
に分けられ、最終的には、利子が資本と対と
なる概念となる。最終的に資本の収入は利子
となる。
　結論からすれば、物神化の進展の度合いと
剰余価値の痕跡の消える度合いが対応関係に
あるということである。利潤よりも利子の方
が、剰余価値の痕跡が消えているのである。
　ところで、利子学説は、複雑な経緯をたど
る。利子そのものは、わが国の出挙にもみら
れるように、貨幣にのみ伴う事象ではなく、
その歴史は貨幣よりも早いとさえ言われる。
利子の長い伝統は、それ自体で利子の正統性
を人々に受け入れさせるに十分な資質となる。
　キリスト教社会は、長い間、宗教上の理由
によって、ユダヤ人などの例外を除いて、利
子の取得を禁止してきた。しかし、この聖書
による封印は、イギリスで破られる。イギリ
スでは、1545年に法定最高利子率10％が制定
され、利子の取得が合法化される。この場合、
最高税率の設定に意義があるのではなく、利
子取得の合法化に意義がある。この制度は、
一時停止されるが、1571年に復活し、以後利
子の取得は合法化される。イギリスの最高利
子率は、徐々に低下し（1714年５％）、1854
年以降は制度自体が廃止される。
　利子取得の合法化後の利子論の論争点は、
利子率と国家の繁栄をめぐるものであった。
17世紀のイギリスにとっての先進国はオラン
ダであり、オランダの利子率の低さがオラン
認識においては、マルクスの「労働力の価値」
ではなく「労働の価値」の対価が賃金なので
ある。
　マルクスは、資本家にとって本来重要なの
は、労働力の価値と労働が作り出す価値との
差額である。したがって、もし賃金が「労働
の価値」に対して払われるのであれば、この
差額は生じないことになり、資本は存続でき
ない、と揶揄する（Ibid., S.564, 訳、同前、
927頁）。
　そして、賃金論の最後を次のように締めく
くる。
　「それはそうと、現象となって現れてくる
本質的関係すなわち労働力の価値および価格
と区別される、『労働の価値および価格』また
は『賃金』という現象形態については、あら
ゆる現象形態とそれらの隠れた背景について
言えるのと同じことが言える。現象形態は、
直接に自然発生的に普通の思考形態として再
生産されるが、その隠れた背景は、科学によっ
てはじめて発見されなければならない。古典
派経済学は、真の事態には触れてはいるが、
それを意識的に定式化してはいない。古典派
経済学は、そのブルジョア的な皮をまとって
いる限り、それはやれない。」（Ibid., S.564, 訳、
同前、928頁）
　賃金は労働の価値として受け止められ、現
象する。こうした意識は、自然発生的に人々
の思考の中で再生産される。しかし、価値と
価値の実体を把握し、労働と労働力を区別す
るという認識の下では、賃金は労働力の対価
であり、労働は、労働力の価値部分を越えて
剰余価値を作り出すことが明確になる。労働
の価値という古典派の概念は、本質的な認識
に近づいてはいるが、現象面に意識を置くこ
とで、本質的な把握にたどり着けなかった。
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しつつ展開するということは、利子を利潤の
一部として位置づけるということを意味し、
ロックのような貨幣量との関係で利子を考え
るのではなく、借り手を資本家に限定して、
利子の本質を展開することを意味する。ある
いは、投資のための借り入れに限定して、利
子論が考察されている。個人的消費のための
借り入れは、『資本論』の研究対象からは除か
れるのである。
２．マルクスにとっての資本と利子
　マルクスの利子論は、『資本論』第３部第５
編「利子と企業者利得とへの利潤の分裂。利
子生み資本」の中で論じられる。
　第21章「利子生み資本」のなかで、マルク
スは次のように言う。
　「貨幣・・・は、資本主義的基礎の上では
資本に転化されうるのであり、この転化に
よって、ある与えられた価値から自己自身を
増殖し、自己を増加させる価値になる。それ
は利潤を生産する。・・・・そのことによっ
て貨幣は、それが貨幣として有する使用価値
の他に、一つの追加的使用価値、すなわち資
本として機能するという追加価値を持つよう
になる。ここでは貨幣の使用価値、まさに、
それが資本に転化して生産する利潤のことで
ある。貨幣は可能性としての資本として、利
潤を生産するための手段として、この属性に
おいて、商品に、ただし一つの特殊な商品に
なる。または同じことになるが、資本として
の資本が商品になる。」（Marx［1964］、S.350-
351, 訳、第10分冊、572頁）
　マルクスの資本概念は、資本を投下と回収
の観点からとらえたものであり、テュルゴー
（Turgot ［1972］）の延長にある。『資本論』
第１部第３編第４章「貨幣の資本への転化」
ダに繁栄をもたらしている、と主張された。
この論争は、低利によって地価を上げ、地主
の浪費を援助するものと揶揄されながらも、
利子引き下げの経済効果を主張するものとし
て、議論の一翼を担う。
　これに対して、ペティの『政治算術』（Political 
Arithmetick、1690, Petty［1899］）などのよ
うな利子放任論の学説が登場する。この陣営
の中心がロックであった。ロックは『利子の
引き下げおよび貨幣価値の引上げの諸結果に
関する若干の考察』（1691、Lock［1963］）を
刊行し、利子の決定は、貨幣量に依存し、貨
幣量が多ければ利子が下がり、貨幣量が少な
ければ利子が上がると説く。低利論は貨幣の
退蔵を招き、流通する貨幣量を減らしてしま
うと説き、利子の決定に関する自由放任説を
主張した。
　これに対して、マッシーとヒュームは、資
金の需要者の主体は資本家であることを前提
に利子は利潤から支払われる、とする見解を
主張する。貨幣を借りる動機が、地主の度を
逸した消費、庶民の生活苦、などの場合には、
貨幣の必要性に限度はない。借り手が資本家
であれば、利子は、利潤の一部から支払われ
る。利子の上限としての資本家の利潤が意味
を持ち始めるのである。貨幣の借り手の中心
が資本家に移った時に、消費を目的とする貨
幣に対する需要が利子を決めるという見解は、
大きな変更を被る。
　マルクスは、この見解のマッシー（Massi, 
Joseph［1912］、The Natural Rate of Interest, 
1750）やヒューム、（Political Discourses, 1752,
『経済論集』、Hume ［1955］）を評価する。と
りわけマッシーに対する評価は高い。『資本
論』には、マッシーからの引用が多く含まれ
ている。利子論をマッシーやヒュームを継承
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　商品としての資本に関しては、「この商品に、
すなわち商品としての資本にとって特有なも
のである貸付という形態・・・は、資本がこ
こでは商品として登場するという規定、また
は資本としての貨幣が商品となるという規定
からすでに生じてくる」（Ibid., S.354, 同前, 
578頁）、と言う。
　資本としての貨幣が、商品として貸し付け
られ、機能資本家のもとで増殖活動をし、利
潤を生み、利潤の一部が利子になる。他方、
貸付資本家から見れば、貨幣によってなんの
売り買いもしない。貸付資本家は、貨幣を「資
本として、Ｇ－Ｇ’として、一定期間後に再
び出発点に復帰する価値として前貸しする。
売ったり買ったりするのではなく、彼は貸し
付ける。したがって、この貸し付けは、貨幣
を貨幣または商品としてではなく資本として
譲渡するのにふさわしい形態である」 （Ibid., 
S.362, 同前, 592頁）、と言う。
　そして、「貨幣資本家から機能資本家に引き
渡されるのは、資本として機能することがで
きるという使用価値であり、資本という商品
は、その使用価値の消費によって、単にその
価値および使用価値が維持されるだけではな
く、増加されるという独自性を持っている」
（Ibid., S.364, 訳、同前594頁）と言う。この
点で利子は、奇妙な表現ではあるが、「資本の
価格としての利子」（Ibid., S.366, 同前, 599頁）
とも言える。
　可能的な資本としての貨幣の対価としての
利子は、常に一般的な利子率となる傾向にあ
る。一般的な利子率は、商業資本の形成など、
ある程度一般的な水準の利潤率が形成される
機構を必要とする。その上で、利子の契約が
成立する。資本としての貨幣の増殖可能性が
利子の契約に反映するのである。
で論じられるように、資本は運動態であり、
それは自己増殖する価値の運動態として、定
義される。Ｇ－Ｗ－Ｇ’（Ｇは貨幣Gelt、Ｗは
商品Wareを意味する。以下同様）が、資本
の一般的定式、と呼ばれる。Ｇ’＝Ｇ＋ΔＧ
であり、ΔＧの増殖分は、資本の一般的定式
においては利潤である。
　この視点からすると、利子生み資本はＧ－
Ｇ’と表記される。貨幣を貸して元金と利子
を回収する。Ｇ’＝Ｇ＋ΔＧであり、ΔＧす
なわち増殖分は利子である。しかし、利子生
み資本だけをみれば、なんの媒介もなく貨幣
を貸すだけで増殖するという形式をとる。こ
こに、マッシーやヒュームから得た資本＝利
子説が関わる。すなわち、借り手は機能資本
家である。貨幣資本家が、機能資本家に貸し
付け、機能資本家が剰余を生み、ここから利
子が支払われる。この関係を定式化すると「Ｇ
－Ｇ－Ｗ－Ｇ’－Ｇ’」（Ibid., S.353, 訳、同前, 
576頁）となる。
　これは、貨幣資本家と機能資本家の資本形
式を合体した形式である。『資本論』第３部
は両端のＧとＧ’の持ち手が貨幣資本家、間
のＧ－Ｗ－Ｇ’は機能資本家であり、機能資
本家は形式から見れば商業資本であるが、産
業資本もこの形式に含まれる。実際には、マ
ルクスは産業資本を中心に考えている。
　引用に見られるように、この時に貸し付け
られる貨幣は、資本として機能することを予
定されている。したがって、貨幣とは言って
も貨幣は特殊な意味を持った商品である。引
用部ではこれを資本としての商品と呼ぶ。そ
の使用価値は、貨幣としての使用価値に追加
された、資本として機能するという使用価値、
つまり増殖することができるという使用価値
である。
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しかし、この事態はさらに進展して、貸付資
本を利用しない自己資本部分に関しても、資
本家は貸付資本を自らに貸し付けたかのよう
に考える。
　「彼は、必然的に、自己資本で事業を営む
場合でさえも、自己の平均利潤のうち平均利
子に等しい部分を、生産過程を度外視して、
自己の資本そのものの果実とみなすのであり、
また利子として自立するこの部分に対立させ
て、総利潤のうち利子を超える超過分をたん
なる企業者利得とみなすのである。」（Ibid., 
S.391, 訳、同前, 640頁）
　このことは、利潤としての企業者利得を変
質させる。資本家の観念の中で、企業者利得
は、自分に支払う賃金となるのである。理由
の第１は、「利子生み資本は、利子生み資本と
しては賃労働と対立するのではなく、機能資
本と対立するからであり」（Ibid., S.392, 訳、
同前, 642頁）、第２は、「他方では、企業者利
得は賃労働と対立するのではなく、利子との
み対立する。・・・平均利潤が与えられてい
るとすれば、企業者利得の率は、労賃によっ
てではなく、利子率によって規定される。こ
の高低は利子率に反比例する」（Ibid., S.392, 
訳、同前, 642頁）、からである。
　結論として、資本家の観念の中に、次のよ
うな観念が生じる。
　「それゆえ、彼の頭の中では、必然的に次
のような観念、すなわち、彼の企業者利得は
－賃労働に対して何か対立するもの、また他
人の不払い労働に過ぎないもの、であるどこ
ろか－むしろそれ自身、賃金であり、監督賃
金、労働の監督に対する賃金であり、普通の
労働者の賃金よりも高い賃金である－なぜな
ら、１．彼の労働が複雑労働であるからであり、
２．彼は自分自身に賃金を支払うからである、
　第22章「利潤の分割、利子率、利子率の自
然率」においては、利子は利潤から支払われ、
したがって、利子の最高限度は利潤であるこ
とが確認される（Ibid., S.370, 訳、同前, 605
頁）。さらに、利子率は、借り手と貸し手の
関係から成り立つもので、経済学者たちが自
然利潤率と自然賃金率について語るような意
味での自然利子率なるものは存在しない
（Ibid., S.374, 訳、同前, 613頁）と言う。利子
率は、借り手と貸し手の事情によって、利潤
の範囲内で決まるだけである。
　マルクスは、ここでマッシーを引き合いに
出しつつ、自然利子率を否定する。内容的に
は問題はないが、マッシーの場合は法定利子
率に対応する市場利子率を自然利子率と呼ん
でおり、マルクスのいう自然利子率とは、内
容が異なる。ただし、これは用語問題であり、
マルクスのマッシーに対する理解に問題はな
い。
　利子生み資本の形式、すなわちＧ－Ｇ’の
資本形式は、間に産業資本や商業資本の活動
が入るにしても、投資と回収の視点からすれ
ば、この形式は無媒介的に貨幣が自己増殖す
る形式である。
３．企業者利得
　利子の一部が利潤として支払われるように
なると、利潤の残りの部分も変質する。
　「彼が総利潤の内から貸し手に支払わなけ
ればならない利子に対立して、利潤のうちに
帰属するなお残る部分は、必然的に産業利潤
または商業利潤の形態を取る。または、両者
を含むドイツ語的表現でこれを示せば企業者
利得Unternehmergewinnという姿態をと
る」（Ibid., S.386, 訳、同前, 632頁）。これが
利子と企業者利得とへの利潤の分裂である。
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に対して企業者利得が対応するようになり、
資本－利子の対応が成立する。資本－利子の
対応では、剰余価値の痕跡は消え去っている
が、その前の段階の資本－利潤の対応関係で
も剰余価値は資本家の意識には入らない。
　マルクスからすれば、この三位一体的定式
は不可能な組み合わせである。まず、土地に
関して言えば、「なんの価値も持たない使用価
値である土地と、交換価値である地代があり、
その結果一つの社会関係、物として把握され、
自然に対して比例関係に置かれている。すな
わち、同じ単位で計量できない二つの大きさ
が相互に関係するものとされている。」（Ibid., 
S.825, 訳、第13分冊、1430-1431頁）、と言う。
　そして、「資本－利子という形態では、一切
の媒介がなくなっており、資本はそのもっと
も一般的な、それゆえそれ自身からは説明で
きない、不合理な定式に還元されている」、
資本－利潤から、資本－利子に転換すること
で、「ブルジョア的観念の『合理的なもの』に
到達した」（Ibid., S.826、訳、同前、1431頁）、
と指摘する。
　労働－賃金に関しては、三位一体的定式の
考察においても、本稿ですでに紹介してきた
ように「労働の価値」のもつ概念上の混乱を
指摘する。
　三位一体的定式は、資本主義社会における
人々に意識である。これが現象面であるとす
ると、本質は価値論の世界にある。利子は資
本家の収入ではあるが、資本を所有している
だけで、利子が手に入るのは、資本主義経済
の現象面のことである。利子の根拠は本質論
の立場からすれば、資本ではなく剰余価値に
ある。地代も同様で、それは土地が生み出し
たものではなく、剰余価値の分配されたもの
である。同様に賃金は「労働の価値」として
－という観念が展開される。」（Ibid., S.393, 
Ibid., 訳、643-644頁）
　企業者利得が利潤から離れて、賃金に合体
していくのである。これによって、資本－利
潤は資本－利子に変質する。資本は、媒介項
なしに自己増殖する価値となり、剰余価値の
搾取者としての意識は消え去る。
Ⅳ　三位一体的定式
　三位一体的定式は、資本－利潤が、資本－
利子に転換することで、剰余価値の痕跡が消
えることを論じているが、資本－利潤の項自
体も、剰余価値を隠蔽する観念である。マル
クスは、第３部第１編「剰余価値の利潤への
転化、および剰余価値率の利潤率への転化」
において詳細に説いている。資本家にとって
剰余価値は関心事ではなく、商品価格と費用
との差である利潤だけが重要である。あるい
は利潤を費用で割った利潤率だけが関心事で
ある、と言うことである。利潤や利潤率自体
が、既に剰余価値から離れた資本家的な意識
に即した概念なのである。資本－利子はこれ
をさらに一歩進めたものである。
　三位一体的定式の最も重要な課題は利子論
である。利子生み資本形式Ｇ－Ｇ’が成立す
ると、資本形式は、無媒介的に自己増殖する
形式となる。
　マルクスが、マッシー説を継承し、借り手
を機能資本家に限定すると、利潤の一部とし
て利子が貸し手に支払われることになる。資
本家活動の一環として利子は限定された意味
を持つようになり、消費のための貸借の費用
ではなくなる。このような受け止め方が一般
化すると、利潤の内の利子以外のものは、資
本家活動に対する対価として、あたかも労働
に対して賃金が対応するように、資本家活動
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している。
　マルクスは本質・現象論をもちいて資本主
義経済のもとでの当事者意識の転倒性を論じ
たが、それが死後の草稿であったという限界
を持つとしても、マルクスの問題提起を承け
つつ、現状では、別の解法も射程に入れて模
索する必要があると考える。
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